
留意事項

2.

　事業所の利用定員を１９名以上に変更し、事業再開後１
０日以内（必着）に『変更届』と『再開届』を提出してくださ
い。
　事業所の利用定員を１９名以上に変更する際は、人員基
準及び設備基準を満たしていることを事前に確認してくだ
さい。

　事業所の利用定員が１９名以上となるまでの間は指定通
所介護事業所としてのサービス提供、介護報酬請求等は
できなくなりますので御注意ください。

平成２８年４月１日時点で休止中の
事業所が、平成２８年４月２日以降
に事業所の利用定員を１９名以上
にする

　平成２８年４月１日以降、事業所の利用定員を１９名以上とするまで
の間、通所介護を休止する必要があります。休止予定日の１か月前ま
でに『休止届』を提出する必要があります。

　平成２８年３月３１日（必着）までに『みなし不要の申出書』及び
『休止届』を東京都に提出してください。
　『みなし不要の申出書』については、平成２８年３月３１日（必着）ま
でに事業所が所在する区市町村にも提出してください。

・地域密着型通所介護に係るみなし指定を
不要とする旨の申出書（みなし不要の申出
書）

・休止届

手続きが必要な場合

　以下の案内を御確認いただき、必要な手続きを行ってください。

　『地域密着型通所介護に係るみなし指定を不要とする旨の申出書』（以下、「みなし不要の申出書」という。）を提出した場合、平成２８年４月１日以降も通所介護の指定は継続します（地域密着型通所介護のみなし指
定は受けられません。）。
ただし、事業所の利用定員が１９名以上となるまでの間は、指定通所介護事業所としてのサービス提供、介護報酬請求等はできなくなりますので御注意ください。

　事業所の利用定員を１９名以上に変更する際は、人員基
準及び設備基準を満たしていることを事前に確認してくだ
さい。

必要な届出

平成２８年４月１日から事業所の利
用定員を１９名以上にする

1.

　平成２８年３月３１日（必着）までに『みなし不要の申出書』及び
『変更届』を東京都に提出してください。
　『みなし不要の申出書』については、平成２８年３月３１日（必着）ま
でに事業所が所在する区市町村にも提出してください。

・地域密着型通所介護に係るみなし指定を
不要とする旨の申出（みなし不要の申出
書）

・変更届

 地域密着型通所介護の みなし指定を希望しない場合の手続きについて 



　以下の案内を御確認いただき、必要な手続きを行ってください。

　『地域密着型通所介護に係るみなし指定を不要とする旨の申出書』（以下、「みなし不要の申出書」という。）を提出した場合、平成２８年４月１日以降も通所介護の指定は継続します（地域密着型通所介護のみなし指
定は受けられません。）。
ただし、事業所の利用定員が１９名以上となるまでの間は、指定通所介護事業所としてのサービス提供、介護報酬請求等はできなくなりますので御注意ください。

 地域密着型通所介護の みなし指定を希望しない場合の手続きについて 

2. 提出期限

3. 提出用様式（参考様式）

４. 本件に関する問合せ先

【区市町村宛の送付先】
　各区市町村の介護保険担当主管課へお尋ねください。
　※事業所所在地ではない他の区市町村の被保険者が利用している場合は、当該他区市町村にも提出してください。

平成28年3月31日（木曜日）【必着】

東京都福祉保健局高齢社会対策部介護保険課介護事業者係
電話番号　０３－５３２０－４５９３

提出先1.

地域密着型通所介護に係るみなし指定を不要とする旨の申出書
変更届及び必要な添付書類一式
休止届及び必要な添付書類一式
（福祉保健局ホームページ「東京都介護サービス情報」（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/tuutitou/7_tuukai.html）からダウンロードしてくださ
い。）

 　『みなし不要の申出書』及び『変更届』・『休止届』の提出先及び提出期限

『みなし不要の申出書』については、下記（１）から（３）の全てに対し提出してください。
 （１）東京都
 （２）事業所が所在する区市町村
 （３）事業所所在地ではない他の区市町村の被保険者が利用している場合は、当該他区市町村

『変更届』・『休止届』は、『みなし不要の申出書』と一緒に東京都に提出してください。

【東京都宛の送付先】
　〒163-8001　新宿区西新宿2-8-1
　東京都福祉保健局高齢社会対策部介護保険課介護事業者係


